
告 示

�愛媛県告示第１４０９号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第５条第１項の規定に基づく特定施設の設置

の許可の申請があった。

なお、法第５条第３項に規定する書面は、愛媛県西条保健所及び

新居浜市役所において告示の日から３週間公衆の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県西条保健所長 武 方 誠 二

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

住友金属鉱山株式会社

東京都港区新橋五丁目１１番３号

代表取締役 中里 佳明

２ 事業場の名称及び所在地

住友金属鉱山株式会社磯浦工場

新居浜市磯浦町１７番３号

３ 特定施設に関する事項

� 電池研究所 フィルタープレス�６

� 電池研究所 除害塔�３
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特 定 施 設 の 種 類
水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第
１８８号。以下「政令」という。）別表第
１第２７号イ ろ過施設

特 定 施 設 の 能 力 ろ過面積２９．７平方メートル

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後２か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間 欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．７

最大 １４．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 １．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６

最大 １２

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ヌ 廃ガス洗浄施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり５０ノルマル立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後２か月後

毎週（火・金）曜日発行 第２７３０号 平成２７年１２月４日

平成２７年１２月４日金曜日 第２７３０号

愛 媛 県 報
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� 電池研究所 冷却塔�１

４ 汚水等の処理施設に関する事項

� �１汚水処理施設

� �４汚水処理施設

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間 欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ２～５

最大 ２～５

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．０

最大 １．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．５

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．５

最大 １

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １未満

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０．５

最大 １

備考 汚水等は、アンモニア回収施設にて処理する。

特 定 施 設 の 種 類 政令別表第１第２７号ル 湿式集じん施設

特 定 施 設 の 能 力 １分当たり４０ノルマル立方メートル処理

工 事 の 着 手 予 定 年 月 日 許可後直ちに

工 事 の 完 成 予 定 年 月 日 着工後２か月後

使 用 開 始 の 予 定 年 月 日 完成の翌日

特定施設の使用時間間隔 間 欠、８時から１７時

特定施設の１日当たりの使用
時間 ９時間

特定施設の使用の季節的変動
の概要 な し

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７～９

最大 １０～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ２

最大 ２

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １０未満

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １

最大 ５

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 中和及び凝集沈殿

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及び合成樹脂製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦６９メートル 横５５メートル
高さ ８メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり４，８００立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 中和及び凝集沈殿

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １～１２

最大 １～１２

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ６．４

最大 ９．６

通常 ６．４

最大 ９．６

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７０

最大 １００

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １４．３

最大 １９．８

通常 １４．３

最大 １９．８

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．３１

最大 １．００

通常 ０．３１

最大 １．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４，０８０

最大 ４，８００

通常 ４，０８０

最大 ４，８００

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 蒸留濃縮、酸化及び電気分解

愛 媛 県 報平成２７年１２月４日 第２７３０号
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� アンモニア回収施設

５ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

�１工場排水口

�������
�愛媛県告示第１４１０号
土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、

西条市橘土地改良区の定款の変更を認可した。

平成２７年１２月４日

愛媛県東予地方局長 渡 瀬 賢 治

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及び合成樹脂製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法
縦２６メートル 横１５メートル
高さ ５メートル
縦３２メートル 横２５メートル
高さ１４メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，５５０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 蒸留濃縮、酸化及び電気分解

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 ５～１１

最大 ５～１１

通常 ９～１２

最大 ９～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７，５００

最大 ９，０００

通常 １６

最大 ５０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ７

最大 １０

通常 ７

最大 １０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５，４００

最大 ６，４８０

通常 ３０

最大 ３７

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２

最大 １．０

通常 ０．２

最大 １．０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５６

最大 ３０５

通常 ２３６

最大 ２８８

備考 汚水等は、�１汚水処理施設にて処理する。

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値

項 目 処 理 前 処 理 後

水素イオン
濃度（水素
指数）

通常 １１～１２

最大 １１～１２

通常 １１～１２

最大 １１～１２

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ７．７

最大 １４．０

通常 ７．７

最大 １４．０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ５０

最大 １００

通常 ２３

最大 ５０

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９，２００

最大 １１，０００

通常 １１．６

最大 ３３．０

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 １．６

通常 ０．６

最大 １．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，４３０

最大 １，６８０

通常 １，４３０

最大 １，６８０

備考 汚水等は、�１汚水処理施設にて処理する。

設 置 年 月 日 平成１３年５月１５日

処 理 施 設 の 種 類 物理化学的処理

処 理 施 設 の 型 式 ｐＨ調整及び蒸留

処 理 施 設 の 構 造 ステンレス製及び合成樹脂製等

処 理 施 設 の 主 要 寸 法 縦４４メートル 横４６メートル
高さ２１メートル

処 理 施 設 の 能 力 １日当たり１，６８０立方メートル処理

汚 水 等 の 処 理 の 方 式 ｐＨ調整及び蒸留

処理施設の使用時間間隔 連 続

処理施設の１日当たりの使用
時間 ２４時間

処理施設の使用の季節的変動
の概要 な し

汚水等の汚

染状態の値

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ５．８～８．６

最大 ５．８～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．５

最大 ６．５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 １２

最大 １５

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ９．４

最大 １１．１

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２５

最大 １．００

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６，６２０

最大 ７，８００

備考 この他に、雨水排水口が２箇所ある。

愛 媛 県 報平成２７年１２月４日 第２７３０号
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�愛媛県告示第１４１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１２号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、東予地方局今治土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１３号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１４号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 今治波方港線

今治市杣田字高田乙６６４番から

同市杣田字窪甲１２７番２まで
旧 ６．６～１０．７ ０．２１２

今治市杣田字高田乙６６５番３から

同市杣田字土井崎甲２６番７まで
新 １６．５～３７．２ ０．２１２

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 今治波方港線
今治市杣田字高田乙６６５番３から

同市杣田字土井崎甲２６番７まで
平成２７年１２月４日

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 松山東部環状線
松山市高井町１０８８番１から

同町１０６１番２まで

旧 ８．１～３６．１ ０．２４１

新 １４．５～４０．３ ０．２４１

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 久米垣生線
松山市越智二丁目１２６番１から

同市越智二丁目１７０番５まで

旧 ２．５～５．３ ０．１１８

新 ４．６～８．９ ０．１１８

愛 媛 県 報平成２７年１２月４日 第２７３０号

１１６９



��������������

��������������

��������������

�愛媛県告示第１４１６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１７号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第１４１８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局大洲土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 湯谷口川内線
東温市松瀬川字三軒屋１３９３番地先から

同字１３９７番１地先まで
平成２７年１２月４日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

一 般 国 道 ４９４号
東温市河之内字三本松乙１６３６番１５０地先から

同字乙１６３６番２０３地先まで
平成２７年１２月４日

〃 〃
東温市河之内字三本松乙１６３６番２００地先から

同市河之内字割石東山乙１６２４番７地先まで
〃

〃 〃 東温市河之内字割石東山乙１６２４番７地先 〃

〃 〃 東温市河之内字割石東山乙１６２４番３地先 〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 三坂松山線
松山市窪野町甲２１１５番４から

同町甲２０８９番２まで
平成２７年１２月４日

〃 〃
松山市窪野町甲２０６７番２地先から

同町甲２０７４番１地先まで
〃

〃 〃 松山市窪野町乙４３０番２ 〃

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 長浜保内線 大洲市豊茂丙１０１番３５ 平成２７年１２月４日
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�公 告

特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２５条第４項の規定に基づき、特定非営利活動法人の定款の変更の認証の申請があったの

で、同条第５項において準用する同法第１０条第２項の規定に基づき、次のとおり公告する。

平成２７年１２月４日

愛媛県知事 中 村 時 広

�公 告

愛媛県立医療技術大学入学試験に係る愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をすることができる個人情

報（平成２２年４月１日公立大学法人愛媛県立医療技術大学公告）の一部を次のように改正し、公告の日から施行する。

平成２７年１２月４日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 橋 本 公 二

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

�公 告

公立大学法人愛媛県立医療技術大学職員採用試験に係る愛媛県個人情報保護条例第２７条第１項の規定による口頭による開示請求をするこ

とができる個人情報（平成２４年７月６日公立大学法人愛媛県立医療技術大学公告）の一部を次のように改正し、公告の日から施行する。

平成２７年１２月４日

公立大学法人愛媛県立医療技術大学

理事長 橋 本 公 二

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

申請年月日 特定非営利活動法人の名称 代表者の氏名 主たる事務所の所在地 定款に記載された目的

平成２７年１１月２４日 特定非営利活動法人
えひめ・地域教育サポートの会 森 章 松山市平井町１４２６番地２ この法人は児童・生徒並びにその保護者に対し

て、学習及びその環境等の健全な育成のための
援助事業を行い、地域及び各家庭における２１世
紀のあるべき子育てシステムの構築に寄与する
ことを目的とする。

改 正 後 改 正 前

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２９条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、公示の日から施行する。

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定め、公示の日から施行する。

改 正 後 改 正 前

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２９条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定めた。

愛媛県個人情報保護条例（平成１３年愛媛県条例第４１号）第２７条第

１項の規定により、口頭による開示請求をすることができる個人情

報を次のとおり定めた。

平成２７年１２月４日 発行
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